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 谷山処理場ほか維持管理業務委託 

契約に係る公募型プロポーザル方式の実施要領 

１ 業務の概要 

⑴ 業務名 

谷山処理場ほか維持管理業務委託 

⑵ 業務の目的 

本業務は、谷山処理場ほかポンプ場施設の維持管理業務を包括的に委託し、施設の効率的

かつ安定的な運営を図るものである。 

 

⑶ 業務内容 

別紙１ 谷山処理場ほか維持管理業務委託要求水準書（案）（以下「要求水準書（案）」と

いう。）及び別紙２ 谷山処理場ほか維持管理業務委託契約書（案）に定めるとおりとする。 

⑷ 技術提案を求める特定テーマ 

№ 特定テーマ 内           容 

1 運転管理の効率化につい

て 

各種基準を遵守したうえで、対象施設の運転管理を効率

的に行うための手法等について、具体的に簡潔にまとめ

提案すること。また、関連施設である南部処理場等との

連携(調整)についても簡潔にまとめ提案すること。 

2 危機管理方針について 大雨、台風、停電、地震等の災害時や設備故障、水質異

常など下水道の具体的な緊急時を想定し、それぞれどの

ような方針に基づき、どのような体制で対応するのか、

具体的に簡潔にまとめ提案すること。 

3 地元貢献及びその他特筆

すべき工夫について 

地元企業の育成（下請け・資材購入等）や地元雇用、現

在の業務従事者の継続雇用に関する配慮等について、具

体的に簡潔にまとめ提案すること。 

(5) 契約期間 

契約締結日から令和１４年３月３１日まで 

 準備期間 契約締結日から令和９年３月３１日まで 

 履行期間 令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで 

 準備期間に要する費用は受注者の負担とする。 

(6) 予算上限額 

１，８００，６６７，０００円 

（令和９年度から令和１３年度までの５年度分の委託料の固定費の合計額（変動費を含ま

ない）。消費税及び地方消費税を含む。）  

 

(7) 担当部署 

郵便番号 ８９１－０１２２ 

鹿児島市南栄二丁目１３番地（南部処理場内） 

鹿児島市水道局下水道部水再生課水処理センター 

電 話 番 号：０９９－２６８－３３９３ 

フ ァ ッ ク ス：０９９－２６８－１５０５ 
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メールアドレス：mizushori@city.kagoshima.lg.jp 

 

２ 参加表明書の提出者に要求される資格要件 

⑴ 参加表明書の提出者 

参加表明書を提出することができる者は、次に掲げる資格要件のすべてを満たす者とす

る。 

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者で

あること。 

イ 本告示の日現在において、鹿児島市業務委託等入札参加資格業者名簿に登録されてい

ること。 

ウ 本告示の日から落札決定の日までの間において、鹿児島市水道局業務委託等有資格業

者の指名停止に関する要綱（平成９年３月１８日制定）に基づく指名停止又は鹿児島市水

道局が行う契約からの暴力団排除対策要綱（平成２６年３月３１日制定）に基づく入札参

加除外措置を受けていない者であること。 

エ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされてい

る者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなさ

れている者（これらの手続開始の決定後に更生計画又は再生計画が認可された者を除く。）

でないこと。 

オ 要求水準書（案）８．３に規定する作業員および有資格者を適正に配置できること。（契

約締結後、速やかに作業員および有資格者を配置することとする。） 

カ 下水道施設維持管理業者登録規定（昭和６２年建設省告示第１３４８号）に基づく下水

道処理施設維持管理業者登録簿に登録を有する者であること。 

キ 平成２８年４月１日以降に、元請として、下水道終末処理場の包括的民間委託を完了し

た実績を有している者であること。 

ク 納期の到来している鹿児島市税（鹿児島市税が課税されない者で市外に主たる営業所

等を有する者にあっては、主たる営業所等の所在地の市区町村税）、消費税及び地方消費

税を完納していること。 

 

３ 参加表明書の留意事項 

⑴  作成方法 

参加表明書の様式は、様式１－１～１－２（Ａ４判）に示すとおりとし、文字サイズは、

１０．５ポイント以上（ＭＳ明朝）とする。 

 

⑵ 参加表明書内容の留意事項 

記 載 事 項 内 容 に 関 す る 留 意 事 項 

【様式１－２】 

参加表明者資格審

査確認書 

・参加表明書の提出者が平成２８年４月１日以降に下水道終末処理場

の包括的民間委託を完了した実績について記載する。 

・記載する業務数は、最大３件とする。 
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⑶ 関連資料 

原則として、次の資料を提出すること。 

ア 参加表明書の提出者が平成２８年４月１日以降に下水道終末処理場の包括的民間委託

を完了した実績として参加表明者資格審査確認書に記載した業務に関わる契約書等の写

し 。  

イ 鹿児島市発行の市税に滞納がないことの証明書（鹿児島市税が課税されていない者で

市外に主たる営業所等を有する者にあっては、主たる営業所等の所在地の市区町村税に

滞納がないことの証明書）及び税務署発行の「消費税及地方消費税」の「納税証明書その

３」（法人の場合は「その３の３」、個人の場合は「その３の２」でも可）。電子納税証明

書も可とするが、電子データ（PDF 形式）を紙に印刷して提出。発行から３カ月以内のも

の。写し可。 

ウ その他資格要件等を確認するために必要となる資料 

⑷ 参加表明書及び関連資料の提出 

ア 提出方法：直接持参又は郵送（書留郵便に限る。） 

イ 提出期限：令和８年１０月１４日（水）まで（郵送の場合も提出期限必着とする。） 

ウ 提出時間：土曜日、日曜日及び休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで（正 

午から午後１時までを除く。） 

エ 提出場所：「１(7)」の担当部署に同じ 

オ 提出部数：各１部（様式１－１～１－2 については、電子データ（Word 形式）も提出

すること。） 

⑸ 選定、非選定の通知 

ア 参加資格要件を有しており、技術提案書の提出者として認められる者には、書面により

通知する。また、非選定者に対しては、選定しなかった旨と、その理由（以下「非選定理

由」という。）を書面により通知する。 

イ 上記「ア」の非選定通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して５日（土曜日、 

日曜日及び休日を除く。）以内に、非選定理由についてファックス又は電子メールにて説

明を求めることができる。なお、「１(7)」の担当部署あてにファックス又は電子メールを

送信した場合は、受信確認の電話連絡を行うこと。 

ウ 上記「イ」の回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して５日（土曜

日、日曜日及び休日を除く。）以内にファックス又は電子メールにて行う。 

エ 非選定理由の説明書請求の受付場所及び受付時間は、以下のとおりである。 

(ｱ) 受付場所：「１(7)」の担当部署に同じ 

(ｲ) 受付時間：土曜日、日曜日及び休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで

（正午から午後１時までを除く。） 

 

４ 技術提案書を特定するための基準 

技術提案書の評価項目、判断基準及び評価ウェイトは、別紙３のとおりとする。 

５ 技術提案書の提出等 
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(1) 作成方法 

技術提案書の様式は、様式２－１～２－４（Ａ４判、但し様式２－２、様式２－３に限

りＡ３判も可とする。）に示すとおりとし、文字サイズは、１０．５ポイント以上（ＭＳ明

朝）とする。 

(2) 技術提案書の内容に関する留意事項 

記載事項 内 容 に 関 す る 留 意 事 項 

【様式２－２】 

管理運営の基本方針 

業務実施体制 

・業務の目的や対象施設の特徴を踏まえ、下水処理施設等の運転管

理に対する基本方針、取組み等を記載する。 

・対象施設の特徴を踏まえ、この業務の実施体制、配置予定の要求

水準書（案）に規定する作業員及び有資格者の資格・経験年数及

び勤務体制（採用予定時期）などについて、様式２－２－１業務

実施体制、様式２－２－２技術員名簿、様式２－2－３作業員経

歴書に記載する。 

・他の事業者に当該業務の一部を再委託する場合又は学識経験者

等の技術協力を受けて業務を実施する場合は、再委託等の具体的

内容を記載するとともに、再委託先又は協力先、その理由（事業

者の技術的特徴等）を記載し、業務全体に占める再委託割合を記

載すること。 

・記載する事業者、学識経験者等は特定することができる内容の記

述（具体的な社名・個人名）を記載してはならない。事業者名は

次の記載例を参考に特定できないように記載すること。 

 【記載例】 

 メーカー、メーカー系メンテナンス会社、メーカー代理店（県外）、

メーカー代理店（県内）、メーカー系〇〇〇設備点検業者（市内）、

〇〇〇設備点検業者（市内）等 

・業務の主たる部分を再委託してはならない。本業務における「主

たる部分」は、要求水準書（案）4 業務範囲 (1)運転業務に規

定する業務とする。 

・４枚（Ａ４判）までに記載する。（Ａ３判の場合は２枚とする。

様式２－２－１、様式２－２－２、様式２－２－３は枚数に含まな

い。） 

【様式２－3】 

特定テーマに対す 

る技術提案 

・本実施要領の「１⑷」に示した、特定テーマに対する取り組み方

法を具体的に記載する。 

・記載にあたっては、概念図、グラフ、表等を使用し分かりやすい

ものとする。 

・１テーマにつき２枚（Ａ４判）までに記載する。（Ａ３判の場合

は１枚とする。） 
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【様式２－4】 

見積書 

・本業務に係る見積書（変動費は含まない。）を提出すること。 

・提示した予算上限額を超えている場合、又は提案内容に対して見

積りが不適格であると判断した場合には特定しない。 

・総括内訳は様式２－４－１総括内訳書、内訳は様式２－４－２内

訳書に記載する。 

(3) 関連資料 

原則として、次の資料を提出すること。 

ア 作業員及び有資格者の保有資格を確認できる証明書の写し 

イ 作業員（技術員を除く。）及び有資格者の直接的かつ恒常的（３か月以上）な雇用が確

認できる資料（健康保険証等の写し等） 

ウ その他資格要件等を確認するための必要となる資料 

(4) 技術提案書の無効 

本実施要領において記載された事項以外の内容を含む技術提案書又は書面及び別添の書

式に示された条件に適合しない技術提案書については、提案を無効とする場合があるので

注意すること。 

(5) 既存資料の閲覧 

技術提案書の作成にあたり、維持管理年報等の図書を閲覧することができる。閲覧を希

望する者は、所定の手続きにより事前に閲覧の申込みを行うこと。 

ア 閲覧期間 

告示の日から令和８年１１月１３日（金）までの土曜日、日曜日及び休日を除く午前８

時３０分から午後５時１５分まで（正午から午後１時までを除く。） 

イ 閲覧場所 

谷山処理場ほか 

ウ 申込方法 

【様式３】既存資料閲覧申込書に必要事項を記入し、電子メールにより「１(7)」の担

当部署宛に申し込むこと。その他の方法による申し込みは認めない。電子メール件名は

「既存資料閲覧申込み」とし、受信確認は送信者の責任において行うこと。なお、ファイ

ル形式は Microsoft Word 形式とし、PDF 等は不可とする。 

エ 申込期間 

告示の日から令和８年１１月１２日（木）まで 

オ その他 

詳細な閲覧日時や閲覧場所等については、既存資料閲覧申込書受付後、別途通知する。

また、既存資料閲覧の有無は、評価に影響しない。 

(6) 現場見学会 

参加者に対して、以下のとおり現場見学会を実施する。参加を希望する者は、所定の手

続きにより事前に申込みをすること。 

ア 実施日時 

告示の日から令和８年１０月１３日（火）までの土曜日、日曜日及び休日を除く午前８

時３０分から午後５時１５分まで（正午から午後１時までを除く。） 
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イ 実施場所 

谷山処理場ほか 

ウ 申込方法 

【様式４】現場見学会参加申込書に必要事項を記入し、電子メールにより「１(7)」の

担当部署宛に申し込むこと。その他の方法による申し込みは認めない。電子メール件名は

「現場見学会参加申込み」とし、受信確認は送信者の責任において行うこと。なお、ファ

イル形式は Microsoft Word 形式とし、PDF 等は不可とする。 

エ 申込期間 

告示の日から令和８年１０月９日（金）まで 

オ その他 

実施要領書等は配布しないので、各自持参すること。現場見学会会場への移動手段は参

加者各自で用意すること。詳細な実施日時や実施場所等については、現場見学会参加申込

書受付後、別途通知する。なお、現場見学会において質疑応答の機会は設けない。また、

現場見学会の参加の有無は、評価に影響しない。 

(7) 技術提案書及び関連資料の提出 

ア 提出方法：直接持参又は郵送（書留郵便に限る。） 

イ 提出期限：令和８年１１月１６日（月）まで（郵送の場合も提出期限必着とする。） 

ウ 提出時間：土曜日、日曜日及び休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで（正

午から午後１時までを除く。） 

エ 提出場所：「１(7)」の担当部署に同じ 

オ 提出部数：正本１部、副本１２部（様式２－１～２－４については、電子データ（Word、

Excel 形式）も提出すること。） 

 

６ 本実施要領の内容についての質問の受付及び回答 

⑴ 本実施要領の内容に関する質問は、文書（書式自由、ただし規格はＡ４判）により行うも

のとし、持参、郵送（書留郵便に限る。）、ファックス及び電子メールのいずれの方法でも可

能とする。なお、様式は問わないが文書には回答を受ける担当窓口の部署、氏名、電話及び

ファックス番号、電子メールアドレスを併記するものとし、「1(7)」の担当部署あてに受信

確認の電話連絡を行うこと。 

ア  質問の受付先  ：「１(7)」の担当部署に同じ 

イ  質問の受付期間：(ｱ)参加表明書に関わる質問 

告示の日から令和８年１０月９日（金）まで 

持参する場合は、上記期間の土曜日、日曜日及び休日を除く午前８

時３０分から午後５時１５分まで（正午から午後 1 時までを除く。） 

(ｲ)技術提案書に関わる質問 

告示の日から令和８年１１月９日（月）まで 

持参する場合は、上記期間の土曜日、日曜日及び休日を除く午前８

時３０分から午後５時１５分まで（正午から午後 1 時までを除く。） 

⑵ 質問に対する回答は、原則として、質問を受理した日から７日間（土曜日、日曜日及び休
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日を除く。）以内に質問者に対しファックス又は電子メールにより回答するほか鹿児島市水

道局ホームページ（http://www.city.kagoshima.lg.jp/suidou/index.html）上で公表する。

ただし、質問を受理した日から以下に示す日までの期間が７日間に満たない場合は、以下に

示す日までに回答を行うものとする。 

ア  参加表明書に関わる質問に対する回答：令和８年１０月１３日（火） 

イ  技術提案書に関わる質問に対する回答：令和８年１１月１１日（水） 

⑶ 質問書の提出にあたっては、質問内容に業者名（過去に受注した具体的な業務名の記載に

より、業者名が類推される場合も含む。）を記載しないこと。 

 

７ ヒアリング 

⑴ 以下のとおりヒアリングを行う。 

ア 実 施 場 所：鹿児島市水道局本庁舎内（鹿児島市鴨池新町１番１０号） 

イ 実施予定日：令和８年１２月１日（火）、２日（水） 

ウ 予 定 時 間：４５分（技術提案書の説明（３０分）、質疑応答（１５分）） 

エ 出 席 者：配置を予定する業務総括責任者を含めた３名以内とする。 

⑵ ヒアリングの時刻、詳細な場所、留意事項等は別途通知する。 

⑶ ヒアリング時の追加資料の提出及び提示は認めない。 

⑷ 異常気象や業務の都合等でヒアリング日時を変更する場合がある。その際は、改めて別途

通知する。 

 

８ 技術提案書の特定 

⑴ 技術提案書の特定方法 

技術提案書を提出した者の中から、評価の合計点が最低基準点(評価合計点の６０％以上)

に達し、かつ、最上位のものを１者特定する。ただし、評価の合計点が同点であった場合、

特定テーマに対する技術提案の評価の高いものを最も優れた提案を行った者として特定する。 

なお、参加表明者が１者であっても本プロポーザル方式を実施し、審査の結果、最低基準

点に達し、業務を適切に実施できると判断できる場合には、当該参加表明者を契約の相手方

として特定する。 

⑵ 結果の通知 

技術提案書を特定された者には、書面にて通知する。 

 

９ 非特定理由に関する事項 

⑴ 非特定者に対しては、特定しなかった旨と、その理由（以下「非特定理由」という。）を

書面にて通知する。 

⑵ 上記「⑴」の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して７日（土曜日、日曜日

及び休日を除く。）以内に、非特定理由についてファックス又は電子メールにて説明を求め

ることができる。なお、「１(7)」の担当部署あてにファックス又は電子メールを送信した場

合は、受信確認の電話連絡を行うこと。 

⑶ 上記「⑵」の回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して１０日（土曜
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日、日曜日及び休日を除く。）以内にファックス又は電子メールにて行う。 

⑷ 非特定理由の説明書請求の受付場所及び受付時間は以下のとおりである。 

ア  受付場所：「１(7)」の担当部署に同じ 

イ  受付時間：土曜日、日曜日及び休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで（正

午から午後１時までを除く。） 

 

１０ 業務の委託契約 

技術提案書を特定された者（以下「受注候補者」という。）に対し、地方公営企業法施行

令第２１条の１３第１項第２号の規定に基づき、本業務を契約する。（随意契約） 

また、受注候補者と協議のうえ、必要に応じて要求水準書（案）の訂正、追加、削除等

を行い、技術提案書の内容を適切に反映し、業務委託契約の要求水準書の確定を行う。 

なお、受注候補者が契約の間までに資格要件を満たさないことが判明した場合は、契約

の締結を行わない。この場合は、次点者と契約の交渉を行うものとする。 

 

１１ その他留意事項 

⑴ 契約等の手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 参加表明書及び技術提案書に虚偽の記載をした場合には、参加表明書及び技術提案書を

無効とするとともに、虚偽の記載をした者に対して指名停止の措置を行うことがある。 

また、提出された参加表明書及び技術提案書が下記のいずれかに該当する場合は、その参

加表明書及び技術提案書を無効とする。 

ア  参加表明書、技術提案書の全部又は一部が提出されていない場合 

イ  参加表明書、技術提案書と無関係な書類である場合 

ウ  他の業務の参加表明書、技術提案書である場合 

エ  白紙である場合 

オ  実施要領に指示された項目を満たしていない場合 

カ  発注者名に誤りがある場合 

キ  業務名に誤りがある場合 

ク  提出者名に誤りがある場合 

ケ  その他未提出又は不備がある場合 

(3) 提出期限までに参加表明書を提出しない者及び技術提案書の提出者に選定した旨の通知

を受けなかった者は、技術提案書を提出できないものとする。 

(4) 参加表明書及び技術提案書の作成、提出及びヒアリングに関する費用は、提出者の負担

とする。 

(5) 提出された参加表明書及び技術提案書は返却しない。なお、提出された参加表明書及び

技術提案書は、本プロポーザル方式の目的以外には使用しない。ただし、鹿児島市情報公開

条例に基づき、開示請求があった場合は、当該事業者の権利や競争上の地位等を害するおそ

れのないものについては、開示対象となる場合がある。 

(6) 参加表明書及び技術提案書の提出後において、原則として参加表明書及び技術提案書に

記載された内容の変更を認めない。また、参加表明書及び技術提案書に記載した作業員及び
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有資格者は、原則として変更できない。ただし、病休、死亡、退職等のやむを得ない理由に

より変更を行う場合には、同等以上であるとの鹿児島市水道局の承諾を得なければならな

い。 

(7) 必要に応じて参加表明書及び技術提案書に関するヒアリングを行う場合がある。 

(8) 技術提案書の特定後に、実施方針及び評価テーマに係る提案内容を本業務の要求水準書

（案）に適切に反映するとともに、要求水準書の作成のために、業務の具体的な実施方法に

ついて提案を求めることがある。 

(9) スケジュールは、異常気象や業務の都合等により変更する場合がある。その際は、改め

て鹿児島市水道局ホームページに掲載する。  
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技術提案書を特定するための基準 

評価 

項目 

評 価 の 着 目 点 評価 
ウェイト  判 断 基 準 

管理運営の 

基本方針 

業務実施体制 

その他 

業務理解度 目的、条件、内容の理解度が高い場合に優位に評価する。 5 

業務実施体制 

業務総括責任者・副総括・下水道主任等の経歴や有資格者の配置及

び人数から、安全確実な業務遂行体制（人員配置，勤務体制）が確

保されている場合に優位に評価する。 

5 

その他 

業務に関する知識、有益な代替案、重要事項の指摘がある場合に優

位に評価する。 
5 

地域の実情を把握した上で、業務の円滑な実施に関する提案があっ

た場合には評価する。 
5 

特定テーマに

対 す る 

技 術 提 案 

全 

体 
特定テーマ間の整合性 

相互に関連する複数の特定テーマ間の整合性が高い場合は優位に

評価し、矛盾がある等整合性が著しく悪い場合は特定しない。 5 

特
定
テ
ー
マ
１ 

運
転
管
理
の
効
率
化
に 

 
 
 
 

つ
い
て 

運転操作監視業務 
運転操作監視体制及び手法 

5 
効率的で安全な運転 

水質・汚泥管理業務 

水質管理体制及び手法 

5 流入水、汚泥等の状況変化の発見及び対応 

南部処理場等関連施設との連携(調整) 

物品等管理業務 
安定的で効率的な物品等調達方法 

5 
調達物品の管理・使用計画 

特
定
テ
ー
マ
２ 

危
機
管
理
方
針
に 

 
 

 

つ
い
て 

災害・緊急時等の 

対策及び対応 

緊急時・異常時等における対応の考え方・体制・手順 
5 

緊急時における職員の参集計画 

機器等の故障対応 
突発故障の緊急対応 

5 
機器の故障等における処理への影響対応 

事故発生時の 

想定訓練等 

危機管理に備えた日常の教育・訓練等 
5 

防災対策 

特
定
テ
ー
マ
３ 

地
元
貢
献
及
び
そ
の
他 

特
筆
す
べ
き
工
夫
に
つ
い
て 

環境対策 

環境負荷軽減対策 

5 循環型社会への貢献 

周辺環境への配慮 

地域への精通性・ 

貢献 

ボランティア活動等地域への貢献 
5 

地元企業との連携、地元雇用 

その他 

自由提案 

維持管理水準向上のための新規提案 
5 

特筆すべき創意工夫 

参考見積 参考見積の妥当性 
提示した予算上限額を超えている場合、又は提案内容に対して見積

りが不適格であると判断した場合には特定しない。 30 

合計 100 

 

 

別紙３ 


